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1. 目的 

各インフラの管理者によるインフラの戦略的な維持管理・更新等を推進するため、インフラ

老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議において決定されたインフラ長寿命化基本計

画（平成 25 年 11 月）及び、厚生労働省インフラ長寿命化計画（行動計画）（令和 3年 3月

31 日）に基づき、個別施設計画を策定することとしております。両計画に基づき、川崎町

水道事業の個別施設計画を策定いたしました。 

 

2. 対象施設 

本計画では、川崎町水道事業が所有する水道施設を対象としています。令和 4 年 3 月時点

で、給水区域 47.31km2、給水人口は 8,091人となっております。 

 

主な水道施設は浄水場 8カ所、配水池 14カ所のほか、水源施設 9箇所、揚水ポンプ、減圧

制水弁などがあり、導水管、送水管、配水本管、配水支管などの管路も施設としての取り扱

いをしており、管路の総延長は 197.64ｋｍとなっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１：主な施設概要  
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3. 計画期間 

計画の期間は、令和 4年度から令和 13年度までの 10年間とします。 

社会情勢の変化や政策動向等によって、公共施設を取り巻く環境や施設の経年劣化、疲労等

の状態が時々刻々と変化するため、点検結果その他の状況を踏まえ、適宜計画を見直します。 

 

 

4. 対策の優先順位の考え方 

川崎町水道事業においても、水道施設等の多くで老朽化が進行しており、改修や更新の時期

を迎えることから、維持管理や更新費用が必要となると見込まれます。次のような項目を優

先的に対策し、戦略的な維持管理を推進します。 

 

1. 施設の老朽化が進んでおり、法定耐用年数を超えた基幹管路を優先的に、更新を行って

いきます。 

2. 修繕については、法定耐用年数を考慮しながら、定期点検の結果に基づき計画的に実施

していきます。 

3. 基幹管路以外の管路については、修繕での対応を基本としながら、漏水が多発している

管路について基幹管路と併せて更新していきます。 

4. 土木構造物の目標耐用年数は、原則として 60年以上とし、取水施設などについては 40

年以上としています（表-1）。なお、目標耐用年数に達する前に修繕や耐震補強を行う

ことで延命化を図ることを条件としています。目標耐用年数は目安であり、施設の状況

によりライフサイクルコスト等を考慮して、延命化するか施設更新を行うか適切に判

断していきます。 

 

表-１ 

施設 
耐用

年数 
目標耐用年数 施設名 

取水施設 40 40 せき、ゲート 

導水施設 50 50 導水路 

浄水施設 60 60 着水井、混和池、ろ過池 

 

また、中長期的な観点から施設の老朽化度合いや需要量の変化を捉え、施設の有用性を判断

して、長寿命化等を推進していく施設の優先度を設けていきます。 
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5. 個別施設の状態等 

主な施設の状態等については、下記の通りです。 

 基幹管路延長：179ｍ（R2年度末時点） 

 布設 40年を超えた配水管路の延長：3.9ｋｍ（R2年度末時点） 

 期間管路の耐震化率：0.9％（R2年度末時点） 

 有効率：78.9％（R2年度末時点） 

※総配水量のうち有効に利用された水量の割合を示します。(総配水量÷有収水量) 

 

1. 昭和 50年から平成初期にかけて集中的に整備された水道施設の老朽化が進行しており、

布設後 40年を超える配水管は全体の 2.0％、管路の延長は 3.9㎞となっています。 

2. 本砂金浄水場、腹帯浄水場に関する施設は、建設から 40年を迎えることから、今後は

設備等の大規模な改修や更新が必要になると考えられます。 

3. 老朽化した塩ビパイプ（ＶＰ管）における漏水等のため、有効率が低い状況が続いてお

ります。 

4. 各施設の耐震化の状況は以下のとおりです。 

 

 

配水池の現状 
課題 

池数 耐震化率 経年化 

33池 70％ あり 
稼働中の施設を停止させずに更新することが

困難である 

 

水源系統 施設種別 
現状 

水源系統 施設種別 
現状 

耐震化率 経年化 耐震化率 経年化 

野上浄水場 

取水施設 耐震性なし なし 
青根第二 

浄水場 

取水施設 耐震性なし なし 

導水施設 50 なし 導水施設 耐震性なし あり 

浄水施設 100 あり 浄水施設 耐震性なし あり 

碁石浄水場 

取水施設 耐震性あり なし 

腹帯浄水場 

取水施設 耐震性なし なし 

導水施設 100 あり 導水施設 耐震性なし あり 

浄水施設 100 あり 浄水施設 耐震性なし あり 

湯坪浄水場 

取水施設 耐震性あり なし 

笹谷浄水場 

取水施設 耐震性あり なし 

導水施設 80 あり 導水施設 60 あり 

浄水施設 100 あり 浄水施設 100 あり 

青根浄水場 

取水施設 耐震性あり なし 
本砂金 

浄水場 

取水施設 耐震性あり なし 

導水施設 耐震性なし あり 導水施設 70 あり 

浄水施設 耐震性あり あり 浄水施設 70 あり 
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6. 対策内容と実施時期 

前述の個別施設の状態等を踏まえ、以下の対策内容を実施していきます。 

 

1. 施設の適切な管理を推進するため、日常的な管理・点検のほか、法定点検を確実に実施

するとともに、これらの点検から得られた各種点検結果のデータを整理し、施設の情報

の蓄積を積極的に行っていくこととします。（実施期間：R4年～R13 年） 

2. 施設の適切な管理を推進するため、水道施設台帳の整備を行っていきます。（実施期間：

R4 年～R13年） 

3. 漏水調査を行っていく他、漏水の多い、配水管の更新を行い、有収率の向上を図ります。

（実施期間：R4年～R13年） 

4. 経営戦略の投資・財政計画に則って、アセットマネジメント手法を用いた更新計画を予

定しています。（実施期間：R4年～R13年） 

5. 現行機能を維持するための修繕を行い、長寿命化を図っています。 

6. 本砂金浄水場、腹帯浄水場内にある配水管は、耐用年数が経過し、老朽化が進行してい

るほか、漏水事故も多くなってきており、地区住民への安定給水の必要性があるため、

配水管路の更新を計画的に行います。 

7. 人口減少・少子高齢化のさらなる進展など社会情勢の変化により、需要が低下していく

ため、施設規模や機能など施設のあり方についての見直しを継続的に実施します。 

 

7. 対策費用 

維持管理や更新に充てることのできる財源は限られており、十分な対策を講じない限り、水

道利用者の生活の根幹を支える水道施設等の適切な運営に多大の支障を及ぼすことが懸念

されます。そのため、対策費用を見込み、財源確保に取り組んでいくことが必要となります。 

 

1. 計画期間内に要する対策費用（更新需要の見通し）の概算は以下の通りです。 

  なお、費用算出にあたっては、水道事業の再構築に関する施設更新費用算定の手引き

(平成 23年 12月)を参考としました。 

 

 ①青根浄水場導水管布設替工事 

計画年度 R4～R7 

  水源の水量確保のため、下流域にある川音川より取水しておりますが、昭和３４年頃に

布設された導水管は老朽化が進み、漏水が多発しているため、生活基盤施設耐震化等交

付金事業を活用し、導水管の更新工事を計画しております。 

   総延長    L=1,500ｍ 

費用概算   150,000千円 

   布設後の管種 ダクタイルφ150(予定) 
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 ②松峰・薬師堂水道管布設工事 

  計画年度 R5～ 

  給水区域外にあり井戸水・沢水で生活している世帯が居住している地区ですが、渇水期

には水量が減少して生活に支障が出てきております。平成 28年 6月に古関地区行政区

長から要望書が提出され、平成 29年 3月議会で条例を改正し、給水区域へと編入しま

した。 

  令和 5年度から始まる古関地区基盤整備事業に合わせて工事を予定しています。 

   総延長    L=840ｍ 

   費用概算   20,000千円（町単費） 

   布設後の管種 ポリエチレンパイプφ30(予定) 

 

 ③本砂金地区配水管布設替工事 

  計画年度 R7～R12 

  昭和 60年代に布設した配水管が老朽化しており、年々、漏水事故も多くなってきてい

ることから、生活基盤施設耐震化等交付金事業を活用し、配水管の布設替えを計画して

いるものです。 

   総延長    L=10,400ｍ 

   費用概算   660,000千円 

   布設後の管種 配水用ポリエチレンパイプφ150(予定) 

 

 ④北向釜房線配水管布設替工事 

  計画年度 R12～ 

  昭和 60年に布設された塩ビ管が老朽化してきており、漏水事故も年々増加してきてい

ることから、配水管の布設替えを行うものです。生活基盤施設耐震化交付金事業を活用

する予定です。 

   総延長    L=2,370ｍ 

   費用概算   111,390千円 

   布設後の管種 配水用ポリエチレンパイプφ100(予定) 

 

 ⑤腹帯地区配水管布設替工事 

  計画年度 時期未定 

  昭和 55年に布設された配水管を更新するものですが、耐用年数が経過し老朽化してい

るものの、現在漏水事故等は発生していないため、更新時期は未定です。 

   総延長    L=3,124ｍ 

   費用概算   146,828千円 

   布設後の管種 配水用ポリエチレンパイプφ100(予定) 
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2. 川崎町水道事業経営戦略で見込んだ対策費用に基づき、維持管理を進めていきます。 

 

 

図-2：更新需要の見通し(H29.3月策定、川崎町水道事業経営戦略) 


